
▽
不
動
産
取
得
税
・
登
録
免
許
税
・
固
定
資
産
税

１
．
各
税
金
の
概
要

⑴
不
動
産
取
得
税

土
地
や
家
屋
を
購
入
し
た
り
、
家
屋
を
新
築
し
た
り
し
た
場
合
に

課
さ
れ
る
道
府
県
民
税
（
※
）
で
す
。

登
記
の
有
無
や
売
買
・
交
換
・
贈
与
等
、
取
得
の
理
由
に
関
係
な

く
不
動
産
を
取
得
し
た
も
の
に
課
税
さ
れ
ま
す
。
標
準
税
率
は
４
・

０
％
で
す
。

※
地
方
税
法
第
734
条
第
３
項
に
お
い
て
、「
道
府
県
民
税
は
都
民
税
と

読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
」
と
規
定
さ
れ
て
い
ま
す
の
で
、
こ
こ

で
は
都
民
税
も
含
め
て
説
明
し
て
お
り
ま
す
。

⑵
固
定
資
産
税

１
月
１
日
現
在
に
お
い
て
、
固
定
資
産
（
土
地
、
家
屋
、
償
却
資
産
）

を
所
有
し
て
い
る
も
の
に
対
し
て
課
さ
れ
る
市
町
村
税
で
す
。
標
準

宗
門
総
合
振
興
計
画
の
一
環
と
し
て
、
適
正
な
寺
院
運
営
に
資

す
る
た
め
、『
宗
報
』（
令
和
２
年
４
月
号
）
よ
り
、
宗
教
法
人
の

会
計
・
税
務
に
つ
い
て
、
掲
載
し
て
お
り
ま
す
。

今
号
は
、
不
動
産
取
得
税
・
登
録
免
許
税
・
固
定
資
産
税
、
印

紙
税
に
つ
い
て
掲
載
い
た
し
ま
す
。

寺院の適切な管理運営について

▷ 会計・税務⑫

寺院活動支援部〈一般寺院担当〉
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税
率
は
１
・
４
％
で
す
。

⑶
都
市
計
画
税

１
月
１
日
現
在
に
お
い
て
、
都
市
計
画
法
に
よ
る
都
市
計
画
区
域

の
う
ち
、
原
則
と
し
て
市
街
化
区
域
内
に
所
在
す
る
土
地
及
び
家
屋

を
所
有
し
て
い
る
も
の
に
対
し
て
課
さ
れ
る
市
町
村
民
税
で
す
。
標

準
税
率
は
０
・
３
％
以
下
で
す
。

⑷
登
録
免
許
税

土
地
や
建
物
を
購
入
し
た
り
、
建
物
を
新
築
し
た
り
し
た
場
合

は
、
そ
の
所
有
権
を
第
三
者
に
主
張
す
る
た
め
に
登
記
が
必
要
と
な

り
ま
す
。
そ
の
登
記
の
た
め
等
に
必
要
な
税
金
が
、
国
税
で
あ
る
登

録
免
許
税
で
す
。

税
率
は
登
記
等
の
事
項
に
よ
り
異
な
り
、
た
と
え
ば
、
所
有
権
の

保
存
登
記
の
標
準
税
率
は
０
・
４
％
、
売
買
に
よ
る
所
有
権
移
転
登

記
は
２
・
０
％
で
す
が
、
２
０
２
１
（
令
和
３
）
年
３
月
31
日
ま
で

の
土
地
の
売
買
に
よ
る
場
合
は
１
・
５
％
に
軽
減
さ
れ
て
い
ま
す
。

な
お
、
遺
贈
、
贈
与
そ
の
他
無
償
に
よ
る
所
有
権
の
移
転
登
記
は

２
・
０
％
で
す
。

２
．
宗
教
法
人
に
お
け
る
非
課
税
措
置

⑴
不
動
産
取
得
税

宗
教
法
人
が
専
ら
本
来
の
用
に
供
す
る
宗
教
法
人
法
第
３
条
に
規

定
す
る
境
内
建
物
、
境
内
地
及
び
墓
地
の
た
め
に
取
得
し
た
場
合
の

不
動
産
取
得
税
は
、
非
課
税
と
な
っ
て
い
ま
す
。

た
だ
し
、
非
課
税
の
適
用
を
受
け
る
た
め
に
は
、
不
動
産
取
得
税

非
課
税
申
告
書
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

⑵
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税

宗
教
法
人
が
専
ら
本
来
の
用
に
供
す
る
宗
教
法
人
法
第
３
条
に
規

定
す
る
境
内
建
物
、
境
内
地
及
び
墓
地
の
た
め
に
取
得
し
た
場
合
の

固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
は
、
非
課
税
と
な
っ
て
い
ま
す
。

⑶
登
録
免
許
税

宗
教
法
人
が
専
ら
自
己
又
は
そ
の
被
包
括
宗
教
法
人
の
本
来
の
用

に
供
す
る
宗
教
法
人
法
第
３
条
に
規
定
す
る
境
内
建
物
、
境
内
地
及

び
墓
地
に
関
す
る
登
記
に
か
か
る
登
録
免
許
税
は
非
課
税
と
な
っ
て

い
ま
す
。

た
だ
し
、
非
課
税
の
適
用
を
受
け
る
た
め
に
は
、
登
記
手
続
き
の

際
に
、
そ
の
不
動
産
所
在
地
の
都
道
府
県
知
事
の
証
明
書
を
添
付
し

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

都
道
府
県
知
事
か
ら
の
証
明
を
申
請
す
る
に
あ
た
り
、
宗
派
の
証
明

が
必
要
な
場
合
は
、「
寺
有
財
産
取
得
証
明
願
」
を
提
出
し
ま
す
。

〈『
宗
報
』
平
成
30
年
７
月
号
参
照
〉

宗
教
法
人
所
有
の
土
地
は
非
課
税
？

土
地
を
取
得
し
登
記
す
る
際
に
必
要
な
登
録
免
許
税
。
た
だ

し
、
宗
教
の
用
に
供
す
る
境
内
地
に
つ
い
て
は
非
課
税
と
な
り
ま

情報コーナー
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す
。こ

れ
は
、
登
記
申
請
を
す
る
際
に
「
こ
の
土
地
は
宗
教
活
動
に

使
い
ま
す
」と
自
主
申
告
す
れ
ば
非
課
税
と
な
る
わ
け
で
は
な
く
、

都
道
府
県
知
事
発
行
の
「
証
明
書
」
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
。

し
か
も
、
登
記
申
請
時
に
添
付
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
一

旦
、
登
録
免
許
税
を
納
め
た
後
、
証
明
書
を
提
出
し
て
も
還
付
を

受
け
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

証
明
書
発
行
に
は
、
都
道
府
県
庁
の
担
当
者
が
現
地
確
認
を
行

う
の
が
一
般
的
で
す
。
そ
の
た
め
日
数
が
か
か
り
ま
す
。

不
動
産
を
取
得
す
る
際
に
は
、
売
主
や
都
道
府
県
庁
の
担
当

者
、
登
記
手
続
き
を
委
任
す
る
司
法
書
士
と
の
連
絡
を
密
に
し
て

お
き
ま
し
ょ
う
。

▽
印
紙
税

１
．
制
度
の
概
要

印
紙
税
と
は
、
印
紙
税
法
別
表
第
一
の
課
税
物
件
表
に
掲
げ
ら
れ
て

い
る
不
動
産
の
譲
渡
契
約
書
、
請
負
等
の
契
約
書
、
定
款
、
継
続
的
取

引
の
基
本
と
な
る
契
約
書
、
金
銭
又
は
有
価
証
券
の
受
取
書
等
を
課
税

物
件
と
し
、
そ
の
文
書
の
作
成
者
に
対
し
て
賦
課
さ
れ
る
税
金
で
す
。

課
税
文
書
を
20
に
区
分
し
、
そ
の
区
分
ご
と
に
税
額
が
定
め
ら
れ
て

い
ま
す
。

２
．
納
付
・
過
怠
税

収
入
印
紙
を
購
入
し
、
契
約
書
等
の
課
税
文
書
に
貼
り
付
け
、
消
印

（
割
印
）
す
る
こ
と
で
納
付
し
た
こ
と
に
な
り
ま
す
。

課
税
文
書
に
収
入
印
紙
を
添
付
し
な
か
っ
た
場
合
に
は
、
そ
の
添
付

す
べ
き
印
紙
税
額
の
３
倍
の
過
怠
税
が
課
さ
れ
ま
す
（
印
紙
税
法
第
20

条
第
１
項
）。
た
だ
し
、
自
主
申
出
に
よ
る
場
合
は
１
・
１
倍
に
軽
減
さ

れ
ま
す
（
同
条
第
２
項
）。
収
入
印
紙
を
添
付
し
て
も
消
印
し
な
か
っ
た

場
合
に
は
、
印
紙
税
の
額
面
に
相
当
す
る
過
怠
税
が
課
さ
れ
ま
す
（
同

条
第
３
項
）。

３
．
主
な
課
税
対
象

印
紙
税
の
取
り
扱
い
で
、
宗
教
法
人
に
関
連
す
る
も
の
の
う
ち
、
代

表
的
な
も
の
は
以
下
の
通
り
で
す
。

⑴
領
収
書

た
と
え
収
益
事
業
に
関
し
て
作
成
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
て
も
、

「
営
業
に
関
し
な
い
も
の
」
と
し
て
非
課
税
と
な
っ
て
お
り
、
収
入

印
紙
は
不
要
で
す
（
印
紙
税
法
基
本
通
達
別
表
第
一
第
17
号
文
書
22
）。

⑵
土
地
賃
貸
借
契
約
書
（
駐
車
場
の
貸
付
け
を
含
む
）

契
約
書
記
載
金
額
に
応
じ
た
収
入
印
紙
を
貼
る
必
要
が
あ
り
ま
す

（
同
通
達
別
表
第
一
第
１
号
の
２
文
書
）。

⑶
建
物
賃
貸
借
契
約
書

保
証
金
に
関
す
る
定
め
が
な
い
場
合
、
不
課
税
文
書
の
た
め
収
入

印
紙
は
不
要
で
す
。

寺院の適切な管理運営について
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保
証
金
に
関
す
る
定
め
が
あ
る
場
合
、
契
約
書
記
載
金
額
に
応
じ

た
収
入
印
紙
を
貼
る
必
要
が
あ
り
ま
す
（
同
通
達
別
表
第
一
第
１
号

の
３
文
書
７
）。

⑷
収
入
印
紙
の
消
印
方
法
に
つ
い
て

収
入
印
紙
の
消
印
は
、
当
事
者
双
方
の
署
名
又
は
押
印
で
な
く
、

一
方
の
み
で
も
か
ま
い
ま
せ
ん
。

た
だ
し
、
ボ
ー
ル
ペ
ン
等
で
二
重
線
を
書
き
入
れ
る
行
為
は
消
印

し
た
こ
と
に
は
な
り
ま
せ
ん
。
自
己
又
は
そ
の
代
理
人
（
法
人
の
代

表
者
を
含
む
）、
使
用
人
そ
の
他
の
従
業
員
の
印
章
又
は
署
名
に
よ

り
消
印
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
法
人
印
や
代
表
印
で
な
く
て
も
か

ま
い
ま
せ
ん
。

本
内
容
は
、
宗
派
顧
問
税
理
士
「
税
理
士
法
人
ゆ
び
す
い
」

編
著
の
『
実
務
が
わ
か
る
「
宗
教
法
人
会
計
・
税
務
」
基
礎
か

ら
行
政
手
続
き
ま
で
』（
株
式
会
社
出
版
文
化
社
、
２
０
１
８
）
に

基
づ
き
、
掲
載
し
て
お
り
ま
す
。
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